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についての解釈を行う「枠組みをつくる過程（framing process）」に着目した。更に政策決定に
この分析を当てはめ、組織化を行い複雑な現実を解釈し、それに基いて認識、分析、説得、行























協力の場を得ており（Abbott and Snidal, 2001）、よっていかに国際機構をより効果的に機能させ
られるかがグローバル・ガバナンスの一つの関心事となり得る。 
2002 年 UNDP『人間開発報告書』は国レベルの民主的ガバナンスが主題となった。そこでは





















1989 年に経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development: 以下、
OECD）の開発援助委員会（Development Assistance Committee: DAC）が、世界銀行（以下、世
銀）・国際通貨基金 International Monetary Fund: IMF）・UNDP の参加を得て、1990 年代を迎える








1995 年に OECD は参加型開発、民主化、良き統治（good governance）についての方針を示し
た。良き統治はガバナンスと同義で使われ、その内容として法の支配、公共部門改革、汚職防
                                                                 
1  1992 年に発足したグローバル・ガバナンス委員会は、国家の枠を超えて冷戦後の国際秩序をつくり出そ
うと考えた（Commission on Global Governance, 1995）。この委員会設立には国連事務総長が賛意を示し、
UNDP、複数の政府、民間財団などから資金を取り付けており、その支持組織は多様であり、国家と国際
機構をこえて、グローバル・ガバナンスの主体が組成される一例である。 
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止、軍事費削減の 4 点を挙げている（OECD, 1995）。よって法・行政といった政府の機能に関
することを指しており、参加型開発・民主化が良き統治と組み合わせて導入された。 
国際金融機関は OECD に先んじてガバナンスを取り入れた。折りしも、国際金融機関にとっ










方」と定義した（World Bank, 1992: 3）。つまり発展途上国政府のあり方が開発の成果を左右す
ることに着目したことから、初期のガバナンスは政府内の運営方式がテーマとなった。しかし
後に、市民に対して公共財を提供する制度能力をもってガバナンスとするなど、世銀自体の定
義も徐々に変遷してきた（Kjær, 2004: 173）。 
世銀研究所、世銀開発研究グループ、ブルッキングス研究所は、1996 年から共同で世界ガバ







る仕組み・過程・制度」であった（UNDP, 1997）。2002 年『人間開発報告書』は 20 世紀最後の
20 年間で 81 カ国が民主化を行ったが、機能しているのは 48 カ国だけであるとして、民主化に
                                                                 







使される程度などである（World Governance Indicators Database）。 




 UNDP は 2008 年の『年次報告書』で、事業予算の 4 割を民主的ガバナンスに注いていること、
この分野では UNDP は世界的にも最も大規模な技術協力のひとつであるとした上で、UNDP に
よる民主的ガバナンスの領域を、選挙制度、議会制度、地方分権化、人権、法の支配、法への
アクセス、表現の自由、情報へのアクセス、汚職防止、女性の政治的エンパワーメントの促進、



















り国際的な経済活動から生じる規範やルールさえも含めるとする(Prügl and Meyer, 1999)。必ず
                                                                 
4  同年 UNDP オスロ・ガバナンス・センター（UNDP Oslo Governance Centre: OGC）を設立し、発展途上
国のガバナンス整備に政策提言を行っている。 
5  ここで挙げた機関の他に、英国国際開発省（Department for International Development: DFID）、元国際協
力事業団、後の国際協力機構（Japan International Cooperation Agency: JICA)、米国国際開発庁（United States 
Agency for International Development: USAID）など二国間援助機関でもガバナンスの枠組みは取り入れら
れた。 
6 大坪（2009）は発展途上国開発への総合的政策提言をもって開発ガバナンスとしている。 







理事会の機能委員会として設立された女性の地位委員会（United Nations Commission on the 
Status of Women: 以下、CSW）である。経済社会理事会に対して勧告・報告・提案を行う立場
にあるこの委員会は、ジェンダー平等の主要な推進役となった。国連が女性の地位向上につい
て達成したことの殆どが、この委員会のイニシャティブによるものである。 
1970 年代からは CSW により大規模な女性会議が開催されるようになった。先ず 1975 年を国
際女性年（International Women’s Year）と定め、メキシコシティで世界女性会議（以下、メキシ
コ会議）が開催された。7 ここでは女性の平等および開発・平和への貢献に関してのメキシコ宣
言と「世界行動計画」が採択され、これを受けて国連総会は 1976-1985 年を「国連女性の 10 年」
として定めた。1960-70 年代は植民地から独立した新興国が多く誕生したこと、女性差別に関
する意識が世界的に高まったことから、CSW は発展途上国の開発における女性の地位に目を向
けていた。これを反映して「国連女性の 10 年」のテーマは「平等・開発・平和」となった。 
第 2 回世界女性会議として、1980 年にコペンハーゲンで「国連女性の 10 年」中間年世界会
議（以下、コペンハーゲン会議）が開催され、「女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関す
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ムには世界から市民団体が出席した。コペンハーゲン会議の NGO フォーラムに 1 万人、ナイ
ロビ会議には 1 万 5 千人、北京会議には 3 万人が参加して、ジェンダー平等の推進がいかに世
界の市民団体から支えられてきたかを示した。女性団体や社会運動が女性の権利獲得に果たし
た役割は非常に大きいことから見ても、市民社会をガバナンスから切り離すことはできない









年を期する準世界女性会議として 2005 年北京プラス 10 会議をニューヨークで開催し、「北京行
動綱領」と「女性 2000 年会議成果文書」を再確認した。メキシコ会議以来、参加者数と多様性
において拡大をしてきた世界女性会議であるが、本会議のNGO参加者は、1995年北京会議NGO 







                                                                 
8  1990 年代の発展途上国援助におけるジェンダー平等手法は、他にも重要な展開があった。その一つは開
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UNDP の例を検討する。9 UNDP のジェンダー関連分野の代表的なものとしては、ジェンダー主





MDGs の第 3 目標には「ジェンダー平等の推進と女性の地位向上」が掲げられており、初等・










る（UNDP, 2006: 5）。11 また指標を形成する柱として、１）議会制度、２）選挙制度、３）人権、
４）正義、５）情報へのアクセスとメディア、６）地方分権化と地方ガバナンス、７）行政改
革と汚職防止を挙げた（UNDP, 2006: 19）。この全ての分野を横断して、男女別の集計、国会に
                                                                 
9  UNDP と世銀のジェンダー主流化事業の比較では、それぞれの政治的機会、構造、戦略枠組みの違いか
ら来るジェンダー主流化の性質の違いがあり、元来 UNDP の政策の方が世銀のそれよりもジェンダー平
等政策に許容的であった（Hafner-Burton and Pollack, 2002）。 
10  女性差別撤廃条約に関する発展途上国援助もあり、援助領域としてはガバナンスに含まれるであろうが、
UNDP の主要事業にはならなかった。国連機関内の役割分担上、国内措置と報告書提出を促進する発展
途上国援助を行ったのは、主に国連女性開発基金（United Nations Development Fund for Women: UNIFEM）
であった。軽部（2007）は女性差別撤廃条約がグローバル・ガバナンスとなり得るかを検討し、条約の
留保、各国政府の報告制度、武力紛争下のジェンダーに基く暴力に関しての弱点を挙げた。 
11  これは民主主義選挙支援国際研究所（International Institute for the Democracy and Electoral Assistance: 
IDEA）の民主主義評価枠組み（Democracy Assessment Framework）が用いてきた民主主義の基本的価値
に基いている。 






更に UNDP は「2008-2011 年戦略計画：人間開発の世界的な前進の加速」の中で、グローバ
リゼーションが引き起こす問題として、格差問題への認識を示した。UNDP は国連の開発に関
する価値観に則るとして、第 1 にミレニアム宣言で持続的な人間開発に必要なものとして明示
された平等、連帯、自由、責任分担、寛容、自然尊重、第 2 に 2005 年国連首脳会合（以下、世
界サミット）の結果に沿い人権を全ての国連制度に統合すること、第 3 に人間開発に基いた手
法を事業に適用するとした（DP/2007/43/Rev.1: 7）。 
人間開発は、1990 年以来 UNDP の最も重要な政策枠組みとなった。一人当たりの GDP に加
えて、教育や健康に関する数値を盛り込み人間を中心とする開発の指標を提示してきた。個人
の選択肢を拡大し様々な機会を享受できることを目指す人間開発は、ジェンダー平等の推進と
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織として確約した他の諸テーマとも論理的に繋がらなければならない。 
また同計画は、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントを開発目標として再確認もしてい











興におけるジェンダー平等のための 8 項のアジェンダ（UNDP Eight Point Agenda for Women’s 
Empowerment and Gender Equality in Crisis Prevention and Recovery）」に言及がなされた（UNDP, 
2008: 24-25）。12 
先述のとおり「2008-2011 年戦略計画」ではジェンダーの視点を主要 4 分野に統合するとし
たが、別途「ジェンダー戦略計画：2008-2011 年」を設け、これには先の 4 分野へのジェンダー
視点の統合の他に、ジェンダーに基づく暴力（gender-based violence: 以下、GBV）が加えられ
ている（UNDP, n. d.）。紛争国・紛争からの復興への支援を通して GBV が深刻な問題であるこ
とが明らかになり、援助機関のテーマの一部となった。また、私的なことにふれ、家庭内のこ
ととして見なされた女性に対する暴力の問題を、既存の人権問題の枠組みに組み込み、国連制










13  国際 NGO は多くの政府が女性への暴力を犯罪として法令化しないことに大きな懸念を抱き、早くから
人権に関する国際条約に女性の人権を明言化することを促してきた（Miller, 1999: 169）。 
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14  ヌスバウムは、権利議論に基いた対策ではなく、どんな施策にも経済的効果を期待することは、米国の
「女性への暴力条令」の様にドメスティック・バイオレンスの被害者は労働者として経済に貢献するこ
とも期待できないという正当化と同様だとする（Nussbaum, 2003: 9）。 
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た問題をより顕著に抱えていることを忘れてはならないであろう。また、社会運動を主要な基
盤としてきたジェンダー平等の推進力は、しばしば政府が容認する不平等性に異を唱えてきた
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